




“A Statement of Basic Accounting Theory(ASOBAT) (AAA(1966))以来、会計情報の利用
目的は、真実利益の計算から意思決定有用性へと変化が生じた。我が国の企業会計基準委
員会(ASBJ)が公表した討議資料「財務会計の概念フレームワーク」(以下「ASBJ討議資料」)
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1966 年にアメリカ会計学会(AAA：American Accounting Association)から発表された
“A Statement of Basic Accounting Theory(ASOBAT) (AAA(1966))以来、会計情報の利用
目的は、真実利益の計算から意思決定有用性へと変化が生じた。我が国の企業会計基準委
員会(ASBJ)が公表した討議資料「財務会計の概念フレームワーク」(以下「ASBJ 討議資料」)




















位置を占めることとなる。したがって、利益情報は会計情報において ”重心 (Center of 























げ、我が国の会計基準及び国際財務報告基準 (International Financial Reporting 
Standards: IFRS)を踏まえて、問題であると考えられる会計処理を抽出する。そして、企















































































































協会(American Institute of Certified Public Accountants: AICPA)により 1970 年に公表




























































という問題が生じてくる。ここで、2010 年改正の IASB 財務報告に関する概念フレームワ
ークにおいては、意思決定有用性を達成するために会計情報がもつべき有用な基本的な質
的特性として、「関連性(relevance)」及び「忠実な表現(faithful representation)」をあげ
ている。一方で我が国における ASBJ 討議資料 2 章 2 項においては、「意思決定目的に関
連する情報であること(意思決定との関連性)及び「一定の水準で信頼できる情報であるこ
と(信頼性)」という 2 つの下位の質的特性に支えられているとしている。 








表 1  IASB 概念フレームワーク及び ASBJ 討議資料における目的及び情報 


















(1) ASBJ 討議資料 
ASBJ 討議資料において、意思決定との関連性は、「会計情報が将来の投資の成果につ
いての予測に関連する内容を含んでおり、企業価値の推定を通じた投資家による意思決定
に積極的な影響を与えて貢献することを指す。」としている(第 2 章 3 項)。そして、会計
情報が投資家の意思決定に貢献するか否かは、第一に会計情報が情報価値を有しているか






報ニーズの充足」を、意思決定との関連性を支える 2 つの特性と位置付けている(第 2 章 4
項)。 
 
(2) 2010年改正の IASB 概念フレームワーク 
























































(1) ASBJ 討議資料 
ASBJ 討議資料において、財務報告における信頼性とは、「中立性・検証可能性・表現






















係が求められる。」(第 2 章 7 項)としている。 
 
(2) 2010年改正の IASB 概念フレームワーク 































ことから、2010 年改正の IASB 概念フレームワークにおいて、「信頼性」は「忠実な表現」
へと置き換えられた。 
 










































な考え方」と、矛盾しないことをいう(第 2 章 9 項)。また、「比較可能性」とは、同一の
事実には同一の会計処理が適用され、異なる事実には異なる会計処理が適用されることに
より、時系列・企業間比較にあたって、利用者が事実の差異を知ることができることをい










































                                                   


































































































あろうか。表 2 及び表 3 において、企業全体及び株主価値の企業価値評価モデルを示して
いる。各々の企業価値評価モデルについては、第 3 節において触れるが、表 2 と表 3 を比
較すると、使用される企業価値評価モデル自体の名称については差異がないが、各々の評
価モデルにて使用される、インプット情報に差異が生じるのである。具体的には、総資本
か株主資本かという資本の範囲、税引き後営業利益 (Net Operating Profit After Tax: 
NOPAT)か当期純利益かという利益の範囲、加重平均資本コスト  (Weighted Averaged 




表 2 企業全体の価値評価モデル 
 



























分配情報 キャッシュ・フロー情報 利益情報 






















うになる。                                                                      
 
                                                                                                       
 Vt:時点 t における企業価値 
 dt:時点 t における配当 
 Et(dt+i):時点 t において期待される t＋i 期の配当 
 r：時点 t における資本コストで、この値は不変であるということを仮定 
 
また、日本公認会計士協会の「企業価値評価ガイドライン」や中小企業庁「経営承継法
































 bt：t 期末の株主資本簿価 
 xt：t 期の当期純利益 
 dt：t 期の配当額 
 




































































                                       
                                                                 
                                                     
                              
                             
                             












 資産 負債  
  







図 5 利益情報と株主価値 
株主価値 











































































GAAP の最初の提示を行ったとされている AIA 会計五原則(AIA(1934))においては、第一
の原則として実現主義があげており、実現を販売として捉え、代金回収の合理的保証を要
件としていた。また、未実現損益については計上を禁止している。 














































上記の考えを示したのが下記の表 5 である。領域 II 及び III が事業投資を示したもので









領域 A 領域 B 






























































表 6 価値関連性の低下を示す文献 
人物 内容 
Brown et al(1999) 株価と会計上の測定値及び簿価純資産額との関連性が弱く
なっている。 





Francis and Shipper(1999) 利益水準とリターンの変化の説明力は大幅に低下してきて
いる。これは、将来利益の獲得に貢献するとされる支出しか
資産計上できない、過度の保守主義によるものである。 









Paananen, M. and Lin, 
H.(2009) 
IAS 期間(2000－2002)、IFRS 任意適用期間(2003－2004)、
IFRS 強制適用期間の 3 期間において検討。IFRS の強制適
用後に、利益及び資本簿価の価値関連性が低下。 





Song, Thomas, and 
Yi[2010] 










Gyung Lee, Byunghwan(2013)は、IFRS における減損損失額には価値関連性がないとい
う結論をだしている。 
 




























































表 7 日本基準及び IFRS における減損処理の比較 
秋葉(2014b)p.237 より引用 
 
第２項  企業価値評価の視点からの考察 














の 利 益 を 見 積 も る 際 に 有 用 で あ る と 考 え ら れ る が 、 Paik,Daniel Gyung Lee, 
Byunghwan(2013)が述べるように、損益計算書に計上される減損損失額そのものは有用で
はないのではないかと考えられる。 
















































































































第１項 我が国及び IFRS における会計処理 
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また、2010 年に基準化された IFRS9 号においては、金融資産の財務報告を利用者が理
解するのに役立てるために、(a)IAS39 号の数々の区分を置き換える特定の方法で、分類区
分の数を削減し、金融資産の測定に関する明確な論拠を示す、(b)公正価値で測定されない







(IFRS 第 9 号 BC4.1 項)。これを踏まえ、IFRS9 号における債権・債券・株式の分類及び





合(OCI オプション)、当該 OCI はリサイクリングを行ってはならないと規定がなされてい
る(IFRS 第 9 号 5.7.1 項・5.7.5 項)。この理由として、1.投資に対する利得及び損失の認識
は一度だけにすべき、2.減損の有無の検討が不要となり複雑性が減少する、という点を上
げている（IFRS 第 9 号 BC.5.25(b)）。 
表 8 IAS39 号による金融資産の分類 
分類 主な要件 期末における処理 減損の場合 




































































ることができる。加えて、有価証券の時価評価については、表 6 で示したとおり、Song, 





う実証研究の結果がある。Park, Park, and Ro (1999)によると、売却可能有価証券の公正
価値評価差額は、翌年の稼得利益と関連性があることを確認し、また、満期保有目的債券
IFRS9 号の適用範囲に含まれる金融商品 
契約上の CF は、元本と利息のみか？ 
目的は、契約上の CF の回収か？ 
公正価値オプションを適用するか？ 
償却原価 FVTPL 




















































第１節 IFRS 及び我が国における報告利益 
第１項 IFRS と我が国における報告利益の種類 































第２項 IFRS と我が国における損益計算書の相違 
(1) 費用の表示 











                                                   
4 IAS 第 1 号 103 項 
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図 6 費用性質法及び費用機能法による表示 
費用性質法 費用機能法 
収益 × 収益 × 
その他の収益 × 売上原価 (×) 
製品及び仕掛品棚卸増減高 × 売上総利益 × 
原材料及び消耗品消費高 × その他の収益 × 
従業員給付費用 × 販売費 (×) 
減価償却費及び償却費 × 管理費 (×) 
その他の費用 × その他の費用 × 
費用合計 (×) 税引前利益 × 























示しなければならないとしている。この理由として、IFRS 第 5 号 BC62 において、非継
続事業の業績について区分して表示することは、キャッシュ・フローを生み出す企業の継
続的能力を評価する際に価値関連性のある情報を提供するためとしている。 
                                                               
図 7 包括利益計算書 
 IFRS 機能別                     ☓年度  IFRS 性質別 ☓年度  日本基準 ×年度 
継続事業 ×××  継続事業 ×××  売上高 ××× 
物品の販売 ×××  物品の販売 ×××  売上原価 ××× 
サービスの提供 ×××  サービスの提供 ×××  売上総利益 ××× 
賃貸収益 ×××  賃貸収益 ×××  販売費および一
般管理費 
××× 
収益合計 ×××  収益合計 ×××  ××× 
売上原価 ×××  その他の収益 ×××  営業利益 ××× 





×××  営業外費用 ××× 
販売費 ×××  原材料及び消耗品
使用高 
×××  経常利益 ××× 





×××  特別損失 ××× 
営業利益 ×××  非流動資産の減損 ×××  税引前当期純利
益 
××× 
金融費用 ×××  その他の費用 ×××  法人税等 ××× 









×××  当期純利益 ××× 










×××    
非継続事業   非継続事業からの
税引後当期利益 
×××    
当期利益 ×××  当期利益 ×××    



























方は必ずしも一義的ではないが、1999 年公表の IAS 第 39 号において売買目的の金融商品
等を時価評価し、さらに、それまでは未実現とされてきた投資不動産（IAS 第 40 号）や
生物資産（IAS 第 41 号）等の評価損益が損益計算書へと計上されることとなった結果、
営業利益に対して、一部その数値自体には損益として特に意味を有しないはずの評価差額



























当然、IAS 第 1 号においても 2 計算方式を採用することは可能であり、IAS 第 1 号 BC51
項においても、コメント提出者の大半は 2 計算書方式を選好したと述べられている。そし
て、1 計算書方式を採用した場合においても、包括利益の前段階において、当期純利益を


























以上の点を加味すると図 8 のようになる。 
ここで、前節 3 項で述べたとおり、恒久利益の開示は容認されないものである。したが











図 8 包括利益計算書 
 
 
                     ☓年度 
継続事業  
 事業投資の部  
   物品の販売 ××× 
   サービスの提供 ××× 
   賃貸収益 ××× 
  収益計 ××× 
   売上原価 ××× 
  売上総利益 ××× 
   その他の営業収益 ××× 
   販売費 ××× 
   管理費 ××× 
   その他の営業費用 ××× 
   金融費用 ××× 
   関連会社の純損益に対する持分 ××× 
  持続的利益(損失) ××× 
   火災損失 ××× 
  一時的利益(損失) ××× 
 金融投資の部  
   金融収益 ××× 
   (金融費用) ××× 
  継続事業からの税引前利益 ××× 
  継続事業からの当期利益 ××× 
非継続事業  
  非継続事業からの当期利益 ××× 
   法人所得税費用 ××× 
  当期利益 ××× 







その点に関しては、これまでの検討を踏まえて、第 6 章第 2 節において、現在の損益計
算書及び包括利益計算書を組み替えたような書式を 1 つの方向性として示した。 
本稿では、会計情報の目的は、投資家にとって意思決定有用な情報を開示することであ
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